様々な困難で困窮する女性の経済的自立支援事業

「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」に基づく事業
（草の根活動支援事業）

様々な困難で困窮する女性の経済的自立支援事業
応募用紙：様式1-1







事務局記入       月       日        受付No.   
・申請用紙の枠などは自由に広げて構いません。また、図や写真の挿入もできます。
・例示の文章（グレーの文字）は削除して構いません。

団体の基本情報
	申請年月日
	　　西暦　　　　　　　　　　年　　　　 　月　　　 　日

	申請団体名
	

	法人格種類
	※法人格の種類をご記載ください。（特定非営利活動法人、社会福祉法人等）


	所在地および連絡先
	〒

	
	住所:

	
	TEL:       (       )               FAX:       (        )

	
	Email:            　　       @

	
	URL:

	代表者名
	[役職]

	
	[氏名]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[フリガナ]

	担当者名
	[役職]　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	[氏名]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[フリガナ]

	担当者　連絡先
(常時連絡可能なもの)
	TEL:      (       ) 
Email:                     @

	団体設立年月
	年度（西暦）月　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　 年　　　　　　　　　月

	法人取得年月
	年度（西暦）月　　　　　　　　　　　　　　　　
	　 　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月

	組織構成
	職員数
	[有給]        　　　　人

	
	会員数
	　　　　　　　　　　　人

	経常収入
	今年度予算
	円　　　

	
	前年度決算
	円　　　

	前年度の経常収入内訳
	会費
	円
	％

	
	寄付金
	円
	％

	
	助成金/補助金
	円
	％

	
	自主事業
	円
	％

	
	受託事業
	円
	％

	
	その他
	円
	％

	組織体制
※図を挿入しても結構です









	

	資金管理体制
	決裁責任者氏名
	

	
	経理担当者氏名
	

	
	通帳管理者氏名
	

	会計監査実施の有無
	（　　）あり　　　（　　）なし

	区分経理実施体制の有無
	（　　）あり　　　（　　）なし



これまで受けた企業寄付・助成金・行政補助金・行政委託（新しいものから3件）
	助成金あるいは委託事業名称
	企業名あるいは機関名
	金額
	年

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



休眠預金事業への採択/他の資金分配団体への申請歴
	
	対象年度・事業
	申請種別・状況
	左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

	
	
	
	申請中・申請予定又は採択された資金分配団体名
	申請中・申請予定又は採択された事業名

	例
	2019年度	資金分配団体に採択
	―
	―

	例
	2020年度新型コロナウイルス対応緊急支援助成（随時募集も含む）	実行団体に申請中（当落未定）
	NPO法人■■■■
	●●●●●●●●

	１
	アイテムを選択してください。	アイテムを選択してください。	
	

	２
	アイテムを選択してください。	アイテムを選択してください。
	
	

	３
	アイテムを選択してください。	アイテムを選択してください。
	
	



※複数該当する場合は行を増やしてください。
※申請中であっても不選定が確定している場合には記入不要です。


団体概要および活動について

	１）団体概要（200字以内）
	※支援対象者、主な活動概要、活動実績等について簡潔に記載してください。

	２）団体設立の目的と背景をお書きください
（500字以内）

	

	３）団体のミッションをお書きください
（200字以内）
	




	４）団体の主要事業の概要について記載してください。
経済的困窮・虐待やDV等様々な困難を抱える若年女性、生活困窮下にあるシングルマザー、不安定雇用下の低収入で困窮する単身女性等を対象として、緊急シェルター運営や物資配布支援、その他居住支援、生活安定・生活再建等の支援、回復支援、自立に向けた就労支援等における活動実績ついて記述してください
※支援対象者の人数に関する実績値は2023年3月末時点のものを記載してください。

	主要事業（１）
	事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（１）‐①支援対象者/支援対象者の人数
	支援対象者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
支援対象者人数（　　　　　　　　　　　　　　　名）

	（１）‐②活動開始年月
	　　　　　　　　年　　　　　　　　月

	（１）‐③支援対象者が抱える課題・ニーズ（200字以内）
	

	（１）‐④支援活動概要（300字以内）
	※団体としての活動方針、具体的な取り組み状況がわかるように記載してください










	（１）‐⑤支援体制
	※支援活動に従事しているスタッフの人数、経験年数など具体的な人員体制がわかるように記載をしてください。







	主要事業（２）
	事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（２）‐①支援対象者/支援対象者の人数
	支援対象者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
支援対象者人数（　　　　　　　　　　　　　　　名）

	（２）‐②活動開始年月
	　　　　　　　　年　　　　　　　　月

	（２）‐③支援対象者が抱える課題・ニーズ（200字以内）
	

	（２）‐④支援活動概要（300字以内）
	※団体としての活動方針、具体的な取り組み状況がわかるように記載してください











	（２）‐⑤支援体制
	※支援活動に従事しているスタッフの人数、経験年数など具体的な人員体制がわかるように記載をしてください。






	主要事業（３）
	事業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（３）‐①支援対象者/支援対象者の人数
	支援対象者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
支援対象者人数（　　　　　　　　　　　　　　　名）

	（３）‐②活動開始年月
	　　　　　　　　年　　　　　　　　月

	（３）‐③支援対象者が抱える課題・ニーズ（200字以内）
	

	（３）‐④支援活動概要（300字以内）
	※団体としての活動方針、具体的な取り組み状況がわかるように記載してください












	（３）‐⑤支援体制
	※支援活動に従事しているスタッフの人数、経験年数など具体的な人員体制がわかるように記載をしてください。









申請事業について

1-1. 申請事業概要
	１）申請事業名
	

	２）プロジェクト
概要　(300字以内)
	






	３）申請総助成金額
	※申請総助成金額を記入してください。
申請総助成金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	４）プロジェクト詳細
※本助成事業の目的である緊急期から自立に向けた就労支援に至るまで、切れ目のない支援により、困窮する女性の経済的自立を図る包括支援モデル事業の構築という観点から、下記の項目に沿って申請事業の詳細について記述してください

	（１）今回の申請に至った背景（500字以内）
	








	（２）支援対象者が抱えている課題・ニーズ（400字以内）
	










	（３）申請事業において目指す“困窮女性の包括的支援”について（400字以内）
	※本助成事業では、緊急期から自立に向けた就労支援に至るまで、切れ目のない支援により、困窮する女性の経済的自立を図る包括支援モデル事業の構築を目指します。（参照：公募要領①「実行団体公募要項」P.3-4）
申請する事業において目指す、貴団体が考える“困窮女性の包括的支援”とはどのようなものか、記載してください。








	（４）上記（３）を実現するために、本申請事業で重点的に取り組みたいこと（500字）

	












	（５）申請事業で申請団体が取り組みたい支援の支援フェーズと支援種別について

※支援種別の「居住支援」で居住施設の整備に“あり”をチェックした場合には、以降★がついている項目は必須回答項目となります。
	※応募要項P.4 図１：「本事業が目指す女性包括支援の全体像と助成対象となる支援」を参考に、申請団体が本事業で取り組む事業の支援フェーズと支援種別について以下より該当するものを選択してください。（複数可）

①支援フェーズ
□緊急期・一時保護　□生活安定・生活再建　□就労準備・就労

②支援種別
□居住支援
　居住施設の整備（助成金で整備費用をカバーするか）　　　あり　　・　　なし
□生活支援
□回復支援
□就労支援
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③支援基盤整備
□支援専門人材の育成
□ネットワーキング
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（６）‐①　★
＜（５）で②支援種別の「居住支援」ありを選択した場合のみ回答＞
課題・ニーズに対応した整備したい居住施設のコンセプト・形態について（600字以内）

	※（６）で②支援種別の「居住支援」ありを選択した場合、整備したい居住施設のコンセプトと形態について記載してください。
①整備したい居住施設のコンセプト
（入居対象者、想定する入居者数、居住施設の形態）






②整備した居住施設で提供したい支援






●不動産の取得（購入）を行う場合には、実行団体が購入することの必要性と期待される効果について記載してください。
＜必要性＞





＜期待される効果＞





	（６）-②　取り組みたい活動内容について
（５）で選択した②支援種別and/or ③支援基盤整備　それぞれについて、本事業を通じて取り組みたい活動について（※複数ある場合は適宜欄を追加してください。）

	活動１
	（６）で選択した
②支援種別/③支援基盤整備
	※（６）で選択した項目を記載してください。
（例：②　生活支援）

	
	活動内容（300字）
	









	
	想定する支援対象者
	※想定されるどのような状況にある困窮女性を対象にしているのかを記載してください

	
	想定する支援対象者数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	活動２
	（６）で選択した
②支援種別/③支援基盤整備
	※（６）で選択した項目を記載してください。
（例：②　生活支援）

	
	活動内容（300字）
	









	
	想定する支援対象者
	※想定されるどのような状況にある困窮女性を対象にしているのかを記載してください

	
	想定する支援対象者数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	活動３
	（６）で選択した
②支援種別/③支援基盤整備
	※（６）で選択した項目を記載してください。
（例：②　生活支援）

	
	活動内容（300字）
	









	
	想定する支援対象者
	※想定されるどのような状況にある困窮女性を対象にしているのかを記載してください

	
	想定する支援対象者数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	（７）緊急期から就労支援までの切れ目のない包括支援を目指すために、地域の様々な支援機関、他セクターとの連携、自治体との連携・協働で目指す姿

※つながる地域のアクターとネットワーキングのイメージを示した図を挿入頂いても構いません。
	※包括的支援モデル事業を構築するために必要となり、想定している他セクターや他の支援機関、自治体等との連携・協働関係について記載してください
















1-2. 申請事業予算
	申請金額
	助成金申請
	自己資金

	
	初年度
	円
	初年度
	円

	
	２年目
	円
	２年目
	円

	
	３年目
	円
	３年目
	円

	
	総助成金額
	円
	総自己資金額
	円

	
	補助率
	％
	うち借入金
	円


※様式2資金計画書から転記してください。












２．応募事業の実施方針と具体的な活動内容
	助成1年目（2023年11月～2024年3月末）
※2023年11月助成事業開始を想定して活動内容を記載してください。

	居住施設の整備★
	※申請事業に居住施設整備が含まれる場合に記載してください。

	活動



	※（６）‐②で記載した活動毎に記載してください。必要に応じて欄を追加して記述してください。




	
	




	
	




	外部との連携・協働
	





	助成2年目（2024年4月～2025年3月末）

	居住施設の整備★


	※申請事業に居住施設整備が含まれる場合に記載してください。

	活動




	※（６）‐②で記載した活動毎に記載してください。必要に応じて欄を追加して記述してください。




	
	



	
	



	外部との連携・協働
	

	助成3年目（2025年4月～2026年2月末）

	居住施設の整備★


	※申請事業に居住施設整備が含まれる場合に記載してください。

	活動



	※（６）‐②で記載した活動毎に記載してください。必要に応じて欄を追加して記述してください。




	
	



	
	



	外部との連携・協働

	







３．助成期間終了後の展望（出口戦略と持続可能性）（300字以内）
	（※本事業の目的である緊急期から自立に向けた就労支援に至るまで、切れ目のない支援により、困窮する女性の経済的自立を図る包括支援モデル事業の構築を前提として、様々な地域資源やネットワークを活用した支援対象者の自立に向けた支援活動の広がり・展望について、また本事業の持続可能な運営についての展開について具体的に記述してください。）














４．申請事業の成果評価について
	本申請事業の包括的支援モデルが構築されることによって、どのような道筋で社会的成果が拡大しますか
（300字以内）

	







	支援対象となる困窮する女性にはどのような影響をもたらしますか（300字以内）

	









	その社会的成果の拡大は、どのように確認しますか（400字以内）

	※定量的に確認すること








	※定性的に確認すること









５．申請事業の実施体制（外部協力者を含む）
（１）本申請事業の実施体制の構成員
	氏名・所属
	団体との関係
	申請事業における役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



（２）居住施設整備の実施体制図　（申請事業に居住施設整備が含まれる場合、応募要項「１５　補足・留意点　（１）居住施設整備を含む事業を申請する場合の留意点」を参照し、本助成事業における助成対象者と実施体制のイメージ図を記載してください。なお、助成対象となる実行団体（申請団体）が明確に分かるようにしてください。）
※以下、申請時に要削除
＜書き方の例＞賃貸契約
賃料
改修費
支払い
改修発注
株式会社
■■建設
（施工業者）
申請
契約
助成金の支払い
パブリック
リソース財団
NPO法人
●●●
（実行団体）
△△△
（土地・建物所有者）
（利用権利金（10年間分）返金なし）


以上
2

